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１． 施策評価の目的と総合計画の体系 

本報告書は、第２次東温市総合計画前期基本計画（平成２８年度～令和２年度）に掲げられた施策に

ついて、市民アンケートの評価及び担当課の自己評価をもとに、その達成状況及び今後の検討事項等を

とりまとめたものであり、第２次東温市総合計画前期基本計画を点検・評価する資料として、また、第

２次東温市総合計画後期基本計画の策定のための基礎資料として活用していくものです。 

なお、第２次東温市総合計画基本計画の体系は、以下のとおりとなっており、108 の施策を評価しま

した。 

 

第２次東温市総合計画前期基本計画の体系 

 

小さくてもキラリと光る  

住んでみたい 住んでよかった 東温市 

 

 

政策目標 政 策 項 目 施   策 

1．みんなが元

気になる健

康福祉のま

ち 

1．生涯健康づくりの推進 

1．地域保健・地域医療体制の充実 

2．母子保健の推進 

3．成人保健の推進 

4．精神保健の推進 

5．難病・感染症対策の推進 

2．地域福祉体制づくり

の推進 

1．地域福祉活動推進体制の整備 

2．社会福祉協議会、関係団体等の活動支援 

3．高齢者施策の充実 

1．介護予防と地域支援事業の推進 

2．福祉サービスの提供と生きがいづくり 

3．充実した介護サービスと適正な運用 

4．地域で支えあう安心なまち 

4．障がい者施策の充実 

1．地域における支援体制の整備 

2．暮らしやすい地域生活への移行の促進 

3．安全・安心なまちづくりの推進 

4．障がいのある人の自立と社会参加の実現 

5．障がいのある子どもたちの成長支援 

5．子育て支援の充実 

1．地域における子育て支援の充実 

2．乳幼児期の教育・保育の充実 

3．ひとり親家庭の自立支援の推進 

4．婚活への支援 

5．三世代同居への支援 

6．妊娠・出産への支援 

6．社会保障の充実 

1．生活困窮者への適切な対応 

2．医療保険制度の適正な運用 

3．国民年金制度の啓発 

将来像 
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政策目標 政 策 項 目 施   策 

2．安全で快適

な社会基盤

のまち 

1．安全・安心な都市基

盤の整備 

1．適正な土地利用の推進 

2．安心して暮らせる市街地の整備 

3．市内道路網の整備促進 

4．まちづくりと連携した公共交通網の形成 

5．身近な公園・緑地の整備 

2．良好な住環境づくり

の推進 

1．景観まちづくりの推進 

2．良好な住環境の形成 

3．住宅の整備 

4．移住・定住の促進 

3．環境施策の総合的推進 

1．「環境先進地・東温」づくりの総合的推進 

2．自然環境の保全 

3．環境にやさしいライフスタイルの定着 

4．ごみ減量・リサイクルシステムの構築 

5．し尿収集・処理体制の充実 

6．墓地・火葬場の適正管理 

4．上下水道等の整備 

1．水道施設の整備 

2．水質管理体制の強化 

3．水道事業の健全運営 

4．公共下水道事業の推進 

5．農業集落排水施設の適正管理 

6．下水道事業の健全運営 

5．消防体制と防災・減

災対策の充実 

1．総合的な防災・減災対策の充実 

2．消防・救急体制の充実 

3．防火・防災意識の高揚と自主防災組織等の育成 

4．治山・治水対策、市街地浸水対策の推進 

6．防犯・消費生活・交

通安全対策の充実 

1．防犯意識の高揚と地域安全活動の促進 

2．防犯灯の設置促進 

3．消費者行政の推進 

4．交通安全対策の総合的推進 

5．交通安全施設等の整備 

3．創造性と活

力に満ちた

元気産業の

まち 

1．農林業の振興 

1．農業振興施策の総合的推進 

2．農産物の計画的な生産と生産性の向上促進 

3．担い手の育成・確保 

4．農産物の消費拡大の促進 

5．農業生産基盤の充実 

6．森林の保全・育成と総合的利活用 

2．商工業の振興 

1．商業機能等の強化 

2．産業振興体制の確立・中小零細企業の経営基盤の強化 

3．産業支援・研究開発体制の整備 

4．起業への支援 

5．愛媛大学医学部と市内企業との連携 

3．観光・物産の振興 

1．観光振興体制の確立 

2．市内観光ルートの開発 

3．イベント等の充実 

4．広域観光体制の充実と PR 活動等の強化 

5．物産の振興 

4．雇用・勤労者福祉の

充実 

1．企業誘致・留置の推進 

2．雇用機会の確保と雇用の促進 

3．勤労者福祉の充実 
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政策目標 政 策 項 目 施   策 

4．心豊かに学

びあう文化

創造のまち 

1．学校教育の充実 

1．社会総がかりで取り組む教育の推進 

2．安全・安心な教育環境の整備 

3．確かな学力を育てる教育の推進 

4．豊かな心、健やかな体を育てる教育の推進 

5．特別支援教育の充実 

6．教職員の資質・能力の向上 

7．学校給食の充実と食育の推進 

2．青少年の健全育成 
1．いじめ・不登校等への組織的対応 

2．地域ぐるみで取り組む青少年健全育成活動の推進 

3．生涯学習社会の推進 
1．学び合い高めあう生涯学習の推進 

2．読書活動の推進と図書館利用の促進 

4．文化・スポーツの推進 
1．地域文化の継承・発展と文化財の保存・活用 

2．スポーツ活動の充実・促進 

5．みんなでつ

くる協働・

自立のまち 

1．人権尊重のまちづく

りの推進 

1．市民のすべてが実践する人権教育の推進 

2．あらゆる場を通じた人権啓発活動の推進 

2．男女共同参画社会の

形成 

1．男女共同参画の視点に立った意識改革 

2．男女が共に参画するまちづくり 

3．男女が共に働きやすい環境の整備 

4．男女が健やかに安心して暮らせるまちづくり 

3．地域コミュニティの

育成 

1．コミュニティ意識の高揚 

2．コミュニティ施設の整備充実 

3．コミュニティ活動の活性化支援 

4．集落の維持活性化 

4．市民と行政との協働

のまちづくりの推進 

1．協働のまちづくりの総合的推進 

2．広報・広聴活動の充実 

3．情報公開の推進 

4．まちづくりに関する学習機会の提供 

5．行政計画策定等へ参画・協働の促進 

6．多様な市民団体、ボランティア等の育成 

5．自立した自治体経営

の推進 

1．自主性・自立性の高い自治体運営の推進 

2．組織・機構の改革 

3．行政評価システムの検証と行政運営 

4．電子自治体の推進 

5．広域行政の推進 
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２．市民アンケートによる政策評価 

市民アンケートをもとに、政策ごとの評価を整理しました。 

 

評価方法について 

市民評価（市民アンケート）の満足度は、「満足」、「ある程度満足」、「どちらともいえない」、

「やや不満」、「不満」の５段階の選択肢で評価してもらい、その結果を平均評定値により指標を

算出しました。平均評定値は、「満足」に＋10 点、「ある程度満足」に＋５点、「どちらともいえな

い」に０点、「やや不満」に－５点、「不満」に－10 点の評価点を設定し算出しています。 

市民アンケート満足度 評価内容 評価点 

５ 満足 ＋10 点 

４ ある程度満足 ＋５点 

３ どちらともいえない ０点 

２ やや不満 －５点 

１ 不満 －10 点 

 

市民評価（市民アンケート）の重要度は、「重要」、「やや重要」、「どちらともいえない」、「あま

り重要ではない」、「重要ではない」の５段階の選択肢で評価してもらい、その結果を平均評定値

により指標を算出しました。平均評定値は、「重要」に＋10 点、「やや重要」に＋５点、「どちらと

もいえない」に０点、「あまり重要ではない」に－5 点、「重要ではない」に－10 点の評価点を設

定し算出しています。 

市民アンケート重要度 評価内容 評価点 

５ 重要 ＋10 点 

４ やや重要 ＋５点 

３ どちらともいえない ０点 

２ あまり重要ではない －５点 

１ 重要ではない －10 点 
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【１】健康福祉

（１）生涯健康づくりの推進

（２）地域福祉体制づくりの推進

（３）高齢者施策の充実

（４）障がい者施策の充実

（５）子育て支援の充実

（６）社会保障の充実

【２】社会基盤

（１）安全・安心な都市基盤の整備

（２）良好な住環境づくりの推進

（３）環境施策の総合的推進

（４）上下水道等の整備

（５）消防体制と防災・減災対策の充実

（６）防犯・消費生活・交通安全対策の充実

【３】元気産業のまち

（１）農林業の振興

（２）商工業の振興

（３）観光・物産の振興

（４）雇用・勤労者福祉の充実

【４】文化創造のまち

（１）学校教育の充実

（２）青少年の健全育成

（３）生涯学習社会の推進

（４）文化・スポーツの推進

【５】協働・自立

（１）人権尊重のまちづくりの推進

（２）男女共同参画社会の形成

（３）地域コミュニティの育成

（４）市民と行政との協働のまちづくりの推進

（５）自立した自治体経営の推進

3.45

1.51

1.30

1.32

1.08

0.65

1.14

0.37

1.34

2.71

2.40

1.35

-0.17

-0.03

0.33

0.05

1.44

0.44

1.50

1.32

0.91

0.52

0.51

0.99

0.32

-4.00 -3.00 -2.00 -1.00 0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

【１】健康福祉

（１）生涯健康づくりの推進

（２）地域福祉体制づくりの推進

（３）高齢者施策の充実

（４）障がい者施策の充実

（５）子育て支援の充実

（６）社会保障の充実

【２】社会基盤

（１）安全・安心な都市基盤の整備

（２）良好な住環境づくりの推進

（３）環境施策の総合的推進

（４）上下水道等の整備

（５）消防体制と防災・減災対策の充実

（６）防犯・消費生活・交通安全対策の充実

【３】元気産業のまち

（１）農林業の振興

（２）商工業の振興

（３）観光・物産の振興

（４）雇用・勤労者福祉の充実

【４】文化創造のまち

（１）学校教育の充実

（２）青少年の健全育成

（３）生涯学習社会の推進

（４）文化・スポーツの推進

【５】協働・自立

（１）人権尊重のまちづくりの推進

（２）男女共同参画社会の形成

（３）地域コミュニティの育成

（４）市民と行政との協働のまちづくりの推進

（５）自立した自治体経営の推進

低い 高い
問17 満足度

全体（N=1097）

1 みんなが元気になる健康福祉のまち 

2 安全で快適な社会基盤のまち 

3 創造性と活力に満ちた元気産業のまち 

4 心豊かに学びあう文化創造のまち 

5 みんなでつくる協働・自立のまち 
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【１】健康福祉

（１）生涯健康づくりの推進

（２）地域福祉体制づくりの推進

（３）高齢者施策の充実

（４）障がい者施策の充実

（５）子育て支援の充実

（６）社会保障の充実

【２】社会基盤

（１）安全・安心な都市基盤の整備

（２）良好な住環境づくりの推進

（３）環境施策の総合的推進

（４）上下水道等の整備

（５）消防体制と防災・減災対策の充実

（６）防犯・消費生活・交通安全対策の充実

【３】元気産業のまち

（１）農林業の振興

（２）商工業の振興

（３）観光・物産の振興

（４）雇用・勤労者福祉の充実

【４】文化創造のまち

（１）学校教育の充実

（２）青少年の健全育成

（３）生涯学習社会の推進

（４）文化・スポーツの推進

【５】協働・自立

（１）人権尊重のまちづくりの推進

（２）男女共同参画社会の形成

（３）地域コミュニティの育成

（４）市民と行政との協働のまちづくりの推進

（５）自立した自治体経営の推進

6.26

4.73

5.61

5.18

5.73

5.39

5.42

4.90

5.50

5.80

5.65

5.48

4.30

3.88

3.94

4.79

5.91

6.14

4.19

3.91

3.63

3.93

3.61

3.60

3.82

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00 7.00

【１】健康福祉

（１）生涯健康づくりの推進

（２）地域福祉体制づくりの推進

（３）高齢者施策の充実

（４）障がい者施策の充実

（５）子育て支援の充実

（６）社会保障の充実

【２】社会基盤

（１）安全・安心な都市基盤の整備

（２）良好な住環境づくりの推進

（３）環境施策の総合的推進

（４）上下水道等の整備

（５）消防体制と防災・減災対策の充実

（６）防犯・消費生活・交通安全対策の充実

【３】元気産業のまち

（１）農林業の振興

（２）商工業の振興

（３）観光・物産の振興

（４）雇用・勤労者福祉の充実

【４】文化創造のまち

（１）学校教育の充実

（２）青少年の健全育成

（３）生涯学習社会の推進

（４）文化・スポーツの推進

【５】協働・自立

（１）人権尊重のまちづくりの推進

（２）男女共同参画社会の形成

（３）地域コミュニティの育成

（４）市民と行政との協働のまちづくりの推進

（５）自立した自治体経営の推進

低い 高い
問17 重要度

全体（N=1097）

1 みんなが元気になる健康福祉のまち 

2 安全で快適な社会基盤のまち 

3 創造性と活力に満ちた元気産業のまち 

4 心豊かに学びあう文化創造のまち 

5 みんなでつくる協働・自立のまち 
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３．担当課による施策評価、及び主な取組内容と今後の検討事項 

前期計画期間における各施策の主な取組内容とその担当課評価を整理しました。あわせて、後期計画

で検討すべき事項についても整理しました。 

 

評価方法について 

担当課評価は、第２次東温市総合計画前期基本計画のすべての「施策」に対して「状況調査シー

ト」を作成し、担当課による自己点検と評価を行いました。自己点検と評価は、令和元年度末の状

況を踏まえて、計画期間終了時点（令和３年 3 月 31 日）の状況を見込んだものとしています。 

 

実施度の評価は、「施策をほぼ実施した」、「施策をおおむね実施した」、「施策を一部実施した」、

「施策の実現に向けて動き始めている」、「ほとんど手を付けていない」の５段階の基準により評

価しています。 

評価基準 実施度 

施策をほぼ実施した 100％ 

施策をおおむね実施した 75％ 

施策を一部実施した 50％ 

施策の実現に向けて動き始めている 25％ 

ほとんど手を付けていない ０％ 

 

達成度の評価は、「目標をほぼ達成した」、「目標をおおむね達成した」、「目標を一部達成した」、

「あまり成果が得られなかった」、「成果が得られなかった」の５段階の基準により評価しています。 

評価基準 達成度 

目標をほぼ達成した 100％ 

目標をおおむね達成した 75％ 

目標を一部達成した 50％ 

あまり成果が得られなかった 25％ 

成果が得られなかった ０％ 
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政策目標 1：みんなが元気になる健康福祉のまち 

政策項目 1．生涯健康づくりの推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 地域保健・

地域医療体

制の充実 

健康推

進課 

75% 

75% 

· 東温市総合保健福祉センターの建設

と運用開始 

· 健康増進計画、食育推進計画の推進 

· 健康フォーラム、東温スタディの実

施 

· 在宅当番医事業の実施 

· 地域保健の課題を把握、分

析し、対策の方向性を導き

出す体制強化 

· 科学的根拠に基づく保健

事業の推進 

· 災害時の医療救護や保健

衛生活動の体制整備 

2 母子保健の

推進 

健康推

進課 

100% 

100% 

· 母子各種健康診査事業の実施 

· 「子育て世代包括支援センター」の

設置 

· 切れ目ない子育て支援体制の強化 

· 発達・病気・障がい・虐待・

経済問題等で親子ともに

フォローの必要な家庭が

増加しており、医療や福

祉・子育て・教育・療育部

門等との連携強化が必要 

· 産後ケアの充実が必要 

3 成人保健の

推進 

健康推

進課 

75% 

75% 

· 循環器系疾患の予防及びフレイル予

防に効果のある「TOON サーキット

トレーニング」の普及啓発 

· 健康講座への体験学習の盛り込み 

· 健診機関でのドック健診を導入し、

受診しやすい環境を整備  

· 健診やがん検診等の受診

率の向上 

· 受診しやすい環境の整備 

· 高齢者の保健事業と介護

予防の一体的な実施に向

けた体制整備と事業推進 

4 精神保健の

推進 

健康推

進課 

75% 

75% 

· 精神障がい者やこころに不安や悩み

を持つ人に、面談や電話、家庭訪問に

よる相談を実施し、福祉・医療等の関

係機関と連携しながら支援 

· 精神障がいや不安や悩み、

自殺やひきこもりの相談

体制の強化 

5 難病・感染

症対策の推

進 

健康推

進課 

100% 

100% 

· B 型肝炎定期接種（平成 28 年度）、成人

風しん抗体検査及び風しん予防接種（令

和元年度～）、ロタウイルス感染症予防

接種（令和２年度～）の実施・準備 

· 感染症予防のため、健康カレンダー

や広報等を通じて咳エチケットや手

洗いを周知啓発 

· 新型インフルエンザ等対策行動計画

に基づいて、医薬品の備蓄や国の情

報伝達訓練に参加 

· 医療的ニーズの高い難病患者に、県・

医療機関・社協等と連携して訪問指

導を実施 

· 国の動きに対応して定期

予防接種に取り組む 

· 新型インフルエンザ等対

策は、第 2 波に備え、国・

県の取組に基づいた感染

対策等を実施 

· 難病患者等に対して、県・

医療機関・社協と連携して

個々のニーズに対応 
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政策項目 2．地域福祉体制づくりの推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 地域福祉活

動推進体制

の整備 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 民生児童委員の研修、広報紙の作成

支援等を実施 

· 高齢者、障がい者等に、社会福祉協議

会、自主防災組織等と連携して、災害

等の避難支援体制を整備 

· （継続して実施） 

2 社会福祉協

議会、関係

団体等の活

動支援 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 社会福祉協議会へ補助金を交付  

· 社会福祉協議会を中心に民生児童委

員、ボランティア団体等のネットワ

ーク形成を支援 

· （継続して実施） 

 

政策項目 3．高齢者施策の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 介護予防と

地域支援事

業の推進 

長寿介

護課 

75% 

50% 

· 介護予防事業の実施 

· 多様なサービスの構築 

· 自立支援・重度化防止に対する取組

の推進 

· 多様なサービスの充実（新

たな支援の担い手確保） 

· 効果的な介護予防事業の

実施 

· 自立支援・重度化防止に対

する取組の更なる推進 

2 福祉サービ

スの提供と

生きがいづ

くり 

長寿介

護課 

75% 

75% 

· 緊急通報体制整備事業の実施 

· はり・きゅう及びマッサージ施術費

助成事業の実施 

· 老人クラブ活動に対する補助 

· シルバー人材センター活動に対する

補助 

· 市民への事業の周知 

· 高齢者の社会参加（ボラン

ティアを含む）への取組の

推進 

3 充実した介

護サービス

と適正な運

用 

長寿介

護課 

75% 

75% 

· 適正な介護認定調査及び審査会の運

営 

· 介護サービス事業所に対する指導 

· 介護給付等適正化事業（プ

ラン点検等）の推進 

· 介護人材確保に対する対応 

· 介護サービス事業所におけ

る災害や感染症対策に係る

体制の整備 

4 地域で支え

あう安心な

まち 

長寿介

護課 

75% 

75% 

· 在宅医療・介護連携推進事業の構築 

· 生活支援体制整備事業の構築 

· 認知症総合支援事業の構築 

· 地域ケア会議推進事業の構築 

· SOS ネットワーク事業の構築 

· 各事業の推進・充実 

· 高齢者同士の支え合いの

構築 
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政策項目 4．障がい者施策の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 地域におけ

る支援体制

の整備 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 定期的に障がい者権利擁護に関する

協議を実施 

· 市長申立による成年後見手続を実施 

· 障がい者の高齢化や「親亡

き後」を見据え、地域全体

で支えるサービス提供体

制の構築（地域生活支援拠

点等の整備）が必要 

2 暮らしやす

い地域生活

への移行の

促進 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 基幹相談支援センターの運営を委託 

· 障がい者への相談支援体制を維持

し、必要に応じて障害福祉サービス

の利用につなげる 

· 障がい者への多様な情報

提供 

· 障害福祉サービス提供事

業者の安定確保 

3 安全・安心

なまちづく

りの推進 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 防災に関する勉強会を実施 

· 東温市地域自立支援協議会の専門部

会において、市防災訓練時に避難所・

福祉避難所の見学などを実施 

· 災害時支援体制のさらな

る強化 

4 障がいのあ

る人の自立

と社会参加

の実現 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 東温市地域自立支援協議会の専門部

会において、就労や収入（障害年金の

申請）についての勉強会を実施 

· 東温市選手団として愛媛県障がい者

スポーツ大会に参加 

· 障がいのある方の就労機

会のさらなる確保  

5 障がいのあ

る子どもた

ちの成長支

援 

社会福

祉課 

75% 

75% 

· 利用者が必要とする放課後等デイサ

ービスのサービス量を支給するなど

支援 

· 各関係機関との密な連携により、ス

ムーズに療育支援へつなぐ 

· （継続して実施） 
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政策項目 5．子育て支援の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 地域におけ
る子育て支
援の充実 

保育幼
稚園課 

75% 
75% 

· 未熟児に対する医療給付と訪問指導 

· 子育て家庭の経済的負担を軽減する

ために中学生までの医療費の助成拡

充 

· 子どもの居場所づくりと就労家庭等

を支援するために、学校施設の借用、

新設などにより放課後児童クラブの

受入れ先を確保 

· 要保護児童対策地域協議会案件とし

て虐待の未然防止、各種支援を実施 

· 子ども医療費助成を国や

県に制度拡充、財政支援を

継続して要望 

· 虐待の未然防止や緊急時

の対応 

· ファミリーサポートセン

ター事業の充実したサー

ビス提供のための人材確

保 

2 乳幼児期の
教育・保育
の充実 

保育幼
稚園課 

75% 
75% 

· 待機児童が発生しないよう、私立施

設との連携も図りながら、適正な利

用調整を実施 

· 保育環境の改善として、空調設備の設

置や園舎の大規模改修を実施 

· 多様化する保育ニーズへの対応とし

て、幼稚園の一時預かり、保育所の土

曜保育等の拡充、利用時間の延長等

を実施  

· 2 歳児未満の保育需要の増

加に対応するため小規模保

育事業をはじめ、子どもの

受入体制の充実を図る 

· 保育士が安心して働くこ

とができる労働環境の整

備  

3 ひとり親家
庭の自立支
援の推進 

社会福
祉課 

75% 
75% 

· 離婚届提出時に児童手当や子ども医

療等の制度説明を実施 

· 母子父子自立支援員の勤務体制を週

４日とし相談体制の充実し、関係機

関や団体と連携し、ひとり親家庭等

の自立支援や児童の健全育成を推進  

· 昨今相談内容の複雑、困難

な事例が増えており、母子

父子自立支援員の体制を

充実する。 

4 婚活への支
援 
  

保育幼
稚園課 

100% 
75% 

· 松山圏域連携事業として独身者の婚

活イベント、親による婚活イベント

を開催 

· 独身者やその家族を対象に中央公民

館等で婚活相談会を実施 

· 婚活イベント等で活躍いただく縁結

びサポーターを講習受講で７人育成 

· 県のお見合い事業「愛結び」の特設会

場を開設 

· 新型コロナウイルス感染

症対策として、会わない婚

活イベントを実施予定 

5 三世代同居
への支援 
  

都市整
備課 

75% 
75% 

· 広報誌や HP で周知等を行い、補助金

を交付（３年間の申請件数 41 件に対

し 18,011 千円を交付） 

· 三世代同居支え愛家族支

援事業は 3 年間限定の事

業のため終了。今後、高齢

者支援については、介護保

険制度における福祉用具

購入費支援制度や住宅改

修費支給制度等を活用 

6 妊娠・出産
への支援 
  

健康推
進課 

100% 
100% 

· 不妊治療者に特定不妊治療費助成事

業を実施（H28～R1 で 52 人の治療費

助成、24 人が妊娠） 

· より広範囲に特定不妊治

療費助成事業の周知に取

り組む 
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政策項目 6．社会保障の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 生活困窮者

への適切な

対応 

社会福

祉課 

100% 

50% 

· 生活困窮者からの相談、申請に対応

するため、生活保護法に基づく生活

保護事業を実施 

· 生活困窮者自立相談支援事業、被保

護者就労支援事業、就労準備支援事

業、家計改善支援事業を市社協に委

託し実施 

· （継続して実施） 

2 医療保険制

度の適正な

運用 

市民課 75% 

75% 
· ジェネリック医薬品への切替えに関

する通知を行い、ジェネリック医薬

品の利用促進を実施 

· 国保税、後期保険料納付の口座振替

の促進等を実施 

· 40～65 歳の新規受診者の獲得を目指

し、いのとんドック・いのとんミニド

ックを導入した特定健診を実施、健

診種別の選択を増やす。未受診者に

は電話・訪問による受診勧奨を実施 

· 令和 2 年度から ICT を活

用した健診予約システム

を導入し、未受診者に対す

る受診勧奨を実施 

3 国民年金制

度の啓発 

市民課 75% 

75% 
· 毎月広報誌に年金制度や各種手続き

に関する情報を掲載して啓発 

· とうおんメールを使った、国民年金

保険料免除・猶予制度・学生免除申請

の案内の実施 

· 窓口相談者に対する国民年金加入や

保険料免除等制度の案内と申請受付 

· 社会福祉課と連携した、20 歳未満の

障がいを持つ子の親への障害年金の

案内の実施 

· 一時的に転入する外国人

労働者に対する資格取得

事務への対応 
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政策目標２：安全で快適な社会基盤のまち 

政策項目 1．安全・安心な都市基盤の整備 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 適正な土地

利用の推進 

  

都市整

備課 

50% 

50% 

· 市内全域の地籍調査事業を完了し、

管理業務を実施 

· 都市の現状を把握し課題を抽出する

ため、都市計画基礎調査を実施 

· 森林整備計画を改定 

· 都市のコンパクト化、都市

防災に配慮した都市計画

マスタープランの策定 

· 農地の集積集約、荒廃農地

の発生抑制等を踏まえた農

業振興地域整備計画の充実 

· ＡＩ、Ｉｏｔなど新技術導

入に向けて、都市機能を把

握するための都市データ

の集積方法及び、新技術の

活用方法を検討 

2 安心して暮

らせる市街

地の整備 

都市整

備課 

75% 

75% 

· 志津川土地区画整理事業とともに、

歩行空間ネットワーク形成、まちづ

くりガイドライン作成、排水路及び

調整池整備を実施 

· 健全な市街地形成、民間企業のスム

ーズな誘導に向けて、産業地域で地

区計画を策定 

· 横河原駅周辺整備事業を実施。また、

伊予鉄道㈱との連携によりバリアフ

リー駅舎に改築 

· 田窪工業団地の分譲企業の選考を実施   

· 集約型まちづくり構想の

作成 

· 住宅耐震化等の推進のた

め効果的な所有者等の意

識啓発手法や情報発信方

法の工夫 

· 中央市街地の拠点性・求心

性の向上を図るため、重信

川緑地を交流ゾーンとし

て拠点整備 

· 優良企業誘致のため、次期

工業団地の整備計画を推

進 

3 市内道路網

の整備促進 

  

建設課 100% 

75% 

· 市道の整備・管理 

· スマートインターチェンジ整備事業

は、令和５年度末開通に向けた進捗 

· （継続して実施） 

4 まちづくり

と連携した

公共交通網

の形成 

都市整

備課 

75% 

50% 

· 伊予鉄道㈱の協力のもと、市内全駅

にバリアフリー設備が導入 

· 地域公共交通活性化協議会が主体と

なって作成した「東温市公共交通ガ

イド」を市内商業施設、金融機関、郵

便局等に配布 

· 伊予鉄バス㈱が主体となり、親子路

線バス教室を開催  

· 地域公共交通網形成計画

の改定 

· 将来の MaaS 事業参入へ

の検討 

· 交通不便地域の対応策 

· 運転免許自主返納制度と

連携した公共交通施策の

検討   

5 身 近 な 公
園・緑地の
整備 
  

都市整
備課 

75% 
75% 

· 志津川土地区画整理事業地内に７箇

所の公園を新設 

· 東温市公園施設長寿命化計画に基づ

き、公園施設を改修・更新 

· えひめ国体の開催に伴い、総合公園

の園路広場及び便益施設を改修  

· 公園施設の適切な維持管

理を継続して実施 

· 防災機能の向上を考慮した次

期公園長寿命化計画の策定 

· 「重信川かわまちづくり」

計画策定に伴う重信川緑

地の整備 
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政策項目 2．良好な住環境づくりの推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 景観まちづ

くりの推進 

  

都市整

備課 

75% 

75% 

· まちづくりガイドラインを適切に運

用 

· 「景観まちづくりガイド」を作成す

るなどにより情報発信  

· （継続して実施） 

2 良好な住環

境の形成 

  

都市整

備課 

75% 

75% 

· 野田南地区、見奈良東地区、川内工業

団地南地区、田窪工業団地地区で地

区計画を策定 

· 志津川土地区画整理事業で換地処分

を実施 

· 既存市街地における空き

地、空き家対策を踏まえた

小規模な土地区画整理事

業の検討及び地区計画制

度の導入 

3 住宅の整備 

  

  

都市整

備課 

75% 

100% 

· 東温市市営住宅長寿命化計画に基づ

く市営住宅の改修 

· 東温市老朽危険空家除却事業の創設 

· 東温市空家等対策協議会の設立及

び、東温市空家対策計画の策定 

· 次期市営住宅長寿命化計

画の策定 

· 居住支援として福祉施策

との連携強化 

· 定期的な空き家の実態調

査の実施 

· 空き家問題に対する効果

的な市民意識の醸成・啓発

手法の検討 

4 移住・定住

の促進 

  

企画政

策課 

75% 

75% 

· 移住コーディネイト事業、空き家有

効活用支援事業、移住・就業体験事

業、ＵＪＩターン者支援事業、農林業

体験活動支援事業等を実施（4 か年で

219 名の転入超過） 

· 交流人口拡大基盤が整っ

てきたため、今後は交流人

口を関係人口、移住・定住

人口へと繋げていく。お試

し移住用住宅整備、オーダ

ーメイド型移住体験ツア

ー等に取り組む。 

· 老朽化した空き家の建替

更新をしながら移住者の

受入れを目指す。 
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政策項目 3．環境施策の総合的推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 「環境先進

地・東温」づ

くりの総合

的推進 

環境保

全課 

100% 

75% 

· 地球温暖化対策機器設置補助を広報

誌や HP で周知 

· CO2 排出量の削減に向け

て、省・新エネルギーに関

する情報発信 

· 「とうおん子ども科学＆

環境会議」の実施方法を見

直し、継続できるよう検討 

2 自然環境の

保全 

  

環境保

全課 

75% 

75% 

· 地域でのボランティア活動への参加

を広報誌等で呼びかけ  

· （継続して実施） 

3 環境にやさ

しいライフ

スタイルの

定着 

環境保

全課 

100% 

75% 

· 広く市民に向けた環境保全や省エネ

について啓発を実施 

· （継続して実施） 

4 ごみ減量・

リサイクル

システムの

構築 

環境保

全課 

100% 

50% 

· 事故等で操炉停止することがないよ

うに計画的な修繕・維持管理 

· 定期的な不法投棄防止パトロールや

不法投棄防止看板の設置を実施  

· 食品ごみ減量の呼びかけ等を実施 

· クリーンセンター操炉終

了後のごみ処理体制の整

備 

· 高齢化によるごみ出し困

難者への対応  

5 し尿収集・

処理体制の

充実 

環境保

全課 

100% 

100% 

· 老朽化していた松山衛生事務組合立

浄化センターを広域連携により整備 

· （継続して実施） 

6 墓地・火葬

場の適正管

理 

  

環境保

全課 

100% 

100% 

· 墓地・火葬場を適正に管理  · 斎場桜花苑の大規模改修

工事の予定（令和 7 年度に

実施設計、令和 8,9 年度に

改修工事） 
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政策項目４．上下水道等の整備 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 水道施設の

整備 

  

上下水

道課 

75% 

75% 

· 平成 29 年度に川内地区統合簡易水道

事業が完了 

· 平成 30 年度に耐震化計画、令和元年

度にアセットマネジメント計画を策

定 

· 水道施設の耐震化事業に

取り組む 

2 水質管理体

制の強化 

  

上下水

道課 

100% 

100% 

· 毎年水質検査計画を策定し、関係機

関との連携のもと、水質検査と検査

結果の公表を実施 

· 巡回点検による水道施設の点検確認

を実施 

· 令和元年度に水安全計画を策定 

· 水安全計画を基本にして、

より一層の巡回点検によ

る水道施設の点検確認及

び水質検査を確実に実施 

3 水道事業の

健全運営 

  

上下水

道課 

100% 

50% 

· 令和元年度に約５％の水道料金改定

を実施 

· 施設点検を基に施設の修繕計画を策

定し、効果的な維持管理を実施   

· 水道事業ビジョン等を反

映した将来予測により、水

道料金の適正化を図る 

· 上下水道事業経営審議会

を定期的に開催し、より一

層の経営の健全化や計画

性・透明性の向上を図る 

4 公共下水道

事業の推進 

  

上下水

道課 

75% 

75% 

· 事業計画区域の下水道整備を実施、

事業計画区域外は「重点整備区域／

整備再検討区域」に区分 

· 事業計画の見直しを行い、

下水道整備の概成を目指

す 

5 農業集落排

水施設の適

正管理 

上下水

道課 

100% 

50% 

· 上林処理区と拝志処理区の統合に伴

う改築、更新事業を実施  

· 処理区統合に伴う改築、更

新事業を進め、施設の適正

管理を行う 

6 下水道事業

の健全運営 

  

上下水

道課 

100% 

75% 

· 単独処理浄化槽や汲み取りから合併

処理浄化槽への転換費用の補助 

· 下水道事業会計法適化基本計画に基

づき、固定資産調査、関連システムの

構築、条例・規程の制定及び改正を実

施 

· 平成２９年度に約８％の下水道使用

料改定を実施 

· 上下水道事業経営審議会

を定期的に開催し、より一

層の経営の健全化や計画

性・透明性の向上を図る 
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政策項目 5．消防体制と防災・減災対策の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 総合的な防

災・減災対

策の充実 

危機管

理課 

75% 

75% 

· 災害対策として、避難所用資機材の整

備を計画的に実施 

· 毎年総合防災訓練及び水防訓練を実施  

· 激甚化する災害に対する

対応や感染症対策の充実  

2 消防・救急

体制の充実 

  

消防本

部 

75% 

75% 

· 市内高校や市内事業所の訪問、広報誌

やホームページなどにより広報活動を

実施し、消防団員の確保に取り組む 

· 道路狭隘地区での現場到着時間短縮の

ために軽救急自動車を導入、また災害

現場を空撮することにより災害の状

況、規模を的確に把握するために無人

航空機（ドローン）導入 

· 消防車両、消防職員、消防

団員の装備品の整備計画

を策定 

· 公共施設総合管理個別計

画に基づき、消防団蔵置

所の長寿命化を図りなが

ら更新を計画的に実施 

· 老朽化した消防団蔵置所

の修繕などについて、集

約を含めた施設の整備を

推進 

3 防火・防災

意識の高揚

と自主防災

組織等の育

成 

危機管

理課 

100% 

100% 

· 自主防災組織が行う活動や資機材購入

への補助を実施 

· 自主防災組織や消防団における防災士

資格取得の補助を実施 

· （継続して実施） 

4 治山・治水

対策、市街

地浸水対策

の推進 

建設課 100% 

75% 

· 令和元年度より、見奈良・田窪地区の

浸水対策事業を立ち上げ実施  

· （継続して実施） 
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政策項目 6．防犯・消費生活・交通安全対策の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 防犯意識の

高揚と地域

安全活動の

促進 

学校教

育課 

75% 

75% 

· 児童生徒の登下校中の見守り活動や関

係機関と連携した交通安全指導等の実

施 

· 通学路安全点検を実施し、危険箇所は

随時対応 

· 不審者情報通知システム

登録者の推進  

2 防犯灯の設

置促進 

  

危機管

理課 

100% 

100% 

· 自治区が設置する LED 防犯灯の設置

や器具更新費用の補助を実施 

· （継続して実施） 

3 消費者行政

の推進 

  

総務課 100% 

100% 

· 高齢者サロン、日赤奉仕団、小学校、

中学校等で消費生活相談員による出前

講座を実施（若年者層の相談が増加傾

向にあり、市内小中学校と連携して消

費者教育出前講座を実施） 

· 継続して若年者層の消費

者教育を推進 

4 交通安全対

策の総合的

推進 

危機管

理課 

100% 

100% 

· 警察等関係機関や交通安全指導員を中

心に交通安全教育や啓発活動を実施 

· 高齢者交通・防災セーフティーアドバ

イザーが交通、防災、防犯啓発を実施 

· （継続して実施） 

5 交通安全施

設等の整備 

  

建設課 100% 

100% 

· カーブミラーやガードレール等の交通

安全施設を整備  

· （継続して実施） 
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政策目標３：創造性と活力に満ちた元気産業のまち 

政策項目１．農林業の振興 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 農業振興施

策の総合的

推進 

農林振

興課 

50% 

50% 

· 環境保全型農業直接支援事業を実施

（ただし、条件変更に伴い現在はなし） 

· 集落協定に基づく耕作放棄地の発生防

止活動や水路・農道等の維持管理活動

の支援 

· 東温市鳥獣被害防止計画を策定、農家

の防除に対する支援 

· 人・農地プランの更新 

2 農産物の計

画的な生産

と生産性の

向上促進 

農林振

興課 

75% 

75% 

· 認定農業者の農業用機械の購入補助を

実施 

· 産地交付金対象品目の見直しを実施 

· 農地の整備を進めなが

ら、農地の有効利用と後

継者育成  

3 担い手の育

成・確保 

  

農林振

興課 

100% 

100% 

· 就農後５年以内かつ就農時に満４５歳

未満の新規就農者に補助 

· 新規就農者に次世代人材投資資金を給

付 

· 農地の整備を進めなが

ら、農地の有効利用と後

継者育成  

4 農産物の消

費拡大の促

進 

  

農林振

興課 

75% 

75% 

· 収量の多いハルヒメボシへの転換 

· とうおんパクチーの PR を実施 

· （継続して実施） 

5 農業生産基

盤の充実 

  

農林振

興課 

100% 

75% 

・優良農地の保全及び有効活用を図るた

め、農業用施設の整備及びほ場整備事

業等による農業生産基盤の充実を推

進 

· 多面的機能支払制度や中山間地域等直

接支払制度による集落への支援 

· 農地の荒廃・耕作放棄地

の増加に伴い鳥獣害が増

加  

6 森 林 の 保

全・育成と

総合的利活

用 

農林振

興課 

75% 

75% 

· 林道整備の改良と維持管理を実施 

· 自伐型林業の研修を実施 

· 造林事業への支援 

· （継続して実施） 
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政策項目２．商工業の振興 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 商業機能等

の強化 

  

産業創

出課 

75% 

75% 

· 中小零細企業向けの融資と利子補給等

の支援 

· 中小零細企業の経営、金融及び税務に

係る支援をするために商工会に対して

補助金を交付 

· 新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付

金を活用した市内事業所

への支援 

· 商工会と連携して経営発

達支援計画に基づく伴走

型支援 

· 商工会と連携して事業継

続力強化支援計画の認定

に向けた支援  

2 産業振興体

制の確立・

中小零細企

業の経営基

盤の強化 

産業創

出課 

75% 

75% 

· 円卓会議を年４回程度開催し、市内中

小零細企業の活性化策を検討 

· 全ての中小零細企業を対象に「事業所

現状把握調査」を実施し、「行動指針」

を策定  

· （継続して実施） 

3 産業支援・

研究開発体

制の整備 

産業創

出課 

75% 

75% 

· 県内外の展示会へ出展する中小零細企

業に経費を補助 

· 小売店等のバイヤーを招聘して「逆」

商談会を開催 

· 東温市産の農産物を活用した商品開発

等を行う中小零細企業に対して経費を

補助 

· 東温市さくらの湯観光物産センターで

特産品セットを販売   

· （継続して実施） 

4 起業への支

援 

  

産業創

出課 

75% 

75% 

· 女性のチャレンジ応援事業及び起業者

ステップアップ支援事業として、セミ

ナーや先進地視察、個別相談会、小規

模イベントなどを開催 

· 起業者だけの小規模イベ

ント等の開催により起業

者間の連携を促進 

5 愛媛大学医

学部と市内

企業との連

携 

産業創

出課 

100% 

75% 

· さくらの湯を活用したさくらの湯ブラ

ンチやもち麦を活用したレシピの開発 

· 市民公開講座の開催 

· ヘルスツーリズムモニターツアーの実

施やスマートフォンを活用した健康管

理支援システム活用などの事業を実施  

· 大学、行政、市内中小零細企業による

研究会を開催し、事業の検討、検証を

実施 

· 健康医療創生事業を発展

させた新たな取組による、

愛媛大学の全学部との連

携体制の確立に取り組む  
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政策項目３．観光・物産の振興 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 観光振興体

制の確立 

  

産業創

出課 

100% 

100% 

· 市観光物産協会への補助金の交付  

· 市観光物産協会に、とうおんファミリ

ーフェスティバル開催事業、東温らし

さを感じられるヘルスツーリズムＰＲ

動画制作事業、とうおん魅力発信事業

いのとん派遣業務、SAKURA select 商

品開発・販路拡大業務を委託 

· 市観光物産協会は、自主事業として、

東温市さくらの湯観光物産センター１

周年感謝祭、職場体験受け入れ、東温

市ふるさと交流館さくらの湯と連携し

た県外旅行会社からの団体客受け入れ

等を実施  

· 市観光物産協会が指定管

理者として管理運営を行

っている「さくらの湯観

光物産センター」におけ

るレンタサイクルについ

て、利用率の向上を図る 

2 市内観光ル

ートの開発 

  

産業創

出課 

50% 

50% 

· 市外（県内外）の方を対象としたモニター

ツアーを開催し、市内観光地を周遊 

· 市内への観光バスツアーに助成 

· 地域資源や新日本歩く道紀行 100 選を

活用したサイクリングマップを制作 

· さくらの湯観光物産センターに商品開

発が行える「ふるさと体験棟」を整備

し、地域資源の掘り起し、商品開発、

情報発信を一貫して行う体制を構築 

· 愛媛大学医学部と連携し、東温らしさを

感じられるヘルスケアに繋がる市内の自

然や飲食、体験等の素材を集約したPR動

画を制作し、啓発用DVD を作成  

· 東温市さくらの湯観光物

産センターを拠点とした

観光ルートの確立 

· 愛媛県と関係市町が連携

し、サイクリングロード

の認知度向上、地域活性

化を図る 

3 イベント等

の充実 

  

産業創

出課 

100% 

100% 

· 市内の主要イベント（観月祭、白猪の

滝まつり、どてかぼちゃカーニバル）

は毎年開催 

· 毎年「愛媛サイクリングの日」にサイ

クリングイベントを開催  

· 感染症の動向を注視しつ

つ、各主催者と連携し、イ

ベントの抜本的見直しや

問題点の改善に取り組む 

· イベント主催団体の後継

者不足問題があり、ボラ

ンティア等による実施体

制の確立が必要 

4 広域観光体

制の充実と

PR 活動等

の強化 

産業創

出課 

75% 

75% 

· 市長自らのトップセールスによる観光

PR キャラバンを実施（令和元年度は高

知県内で 16 か所、広島・岡山県内で 14

か所を訪問）  

· 市内のイベントに、県外から協定締結

市町が出店 

· 広域観光連携推進協議会

（松山市・砥部町・東温

市）や各協定締結市町と

の連携を強化 

· SNS を活用した更なる情

報発信 

· 旅行業者等に東温市の地域

資源及び助成事業を紹介  

5 物産の振興 

  

  

産業創

出課 

75% 

75% 

· 地方創生推進交付金等を活用して、東温

市さくらの湯観光物産センターを整備 

· また、地域ブランド SAKURA select

を確立 

· SAKURA select選定品を、

大都市圏をはじめ市内外

に向けて販路を拡大  



   22 

政策項目４．雇用・勤労者福祉の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 企業誘致・

留置の推進 

  

産業創

出課 

50% 

50% 

· 田窪工業団地の分譲企業を決定し、基

本協定を締結 

· 田窪工業団地の分譲選考から外れた企

業に対して、次期工業団地への立地意

向を確認、要請 

· 生産性向上特別措置法に基づく先端設

備等導入計画に申請のあった 16 件を

認定、導入した資産の固定資産税につ

いて課税免除 

· 東温市企業立地促進条例に基づく固定

資産税軽減措置を申請のあった 6 件を

認定し適用 

· 新事業・新サービス展開事業に申請の

あった 10 件に対して補助金を支給 

· 企業留置のために、企業等への支援策

に係る周知パンフレットを作成し、企

業訪問を実施 

· 次期工業団地の検討 

· 田窪工業団地の分譲選考

から外れた企業の次期工

業団地への立地（繋ぎ止

め） 

· 積極的に企業訪問、各種支

援策を周知し、既存企業の

発展、持続化を支援し、留

置を図る 

2 雇用機会の

確保と雇用

の促進 

産業創

出課 

75% 

50% 

· 本市への立地を促進するとともに、新

規立地時の市民の雇用創出促進を図る

ため、雇用創出奨励金の支給制度を創

設 

· 市内中小零細企業の魅力を掲載した就

職応援リーフレットを作成。また、中小

零細企業との交流シンポジウムを開催

し、高校、大学、その他の求職者に周知 

· 関係機関と連携しながら、

企業立地を図り、新たな雇

用を創出 

· 引き続き、学生や求職者を

対象に市内中小零細企業

をＰＲし、就職機会の創出

に取り組む 

3 勤労者福祉

の充実 

  

産業創

出課 

25% 

25% 

· 勤労者福利厚生資金の利用促進のため

の四国労働金庫における周知方法の改

善 

· （継続して実施） 
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政策目標４：心豊かに学びあう文化創造のまち 

政策項目１．学校教育の充実 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 社会総がか

りで取り組

む教育の推

進 

学校教

育課 

75% 

75% 

· 全ての幼稚園、小・中学校において学校

評価を実施 

· 学校評価報告会を開催し、各学校の課

題と成果について意見交換を実施  

· 保護者や地域住民の意見を

学校運営に反映するため

に、全ての小学校、中学校に

学校運営協議会を設置 

2 安全・安心

な教育環境

の整備 

学校教

育課 

75% 

75% 

· 市立学校施設等大規模改修基本計画に基

づき、老朽施設の計画的改修工事を実施 

· 北吉井小学校は、特別支援教室の設置

やバリアフリー化工事を実施 

· 学校施設空調設備整備事業を実施し、

児童生徒が使用する普通教室や特別教

室への空調設備設置が完了 

· 小中学校児童生徒用机椅子整備事業に

より、全小中学校の机椅子の更新完了 

· 学校等施設長寿命化個別

計画に基づき、老朽化施

設の長寿命化改修工事等

を順次実施 

3 確かな学力

を育てる教

育の推進 

学校教

育課 

75% 

75% 

· 令和２年度末までに、校内通信ネット

ワーク整備による Wifi 化や児童生徒１

人１台端末の整備が完了予定 

· 国際理解教育推進事業により外国人と

の交流を実施 

· 小学校学習指導要領改訂に伴う授業数増

加に対応して、外国語活動支援員を増員 

· 授業や家庭学習での児童

生徒１人１台端末の活用 

· ＩＣＴ機器を活用した小

規模校と大規模校との交

流 

4 豊かな心、

健やかな体

を育てる教

育の推進 

学校教

育課 

100% 

100% 

· 特色ある学校づくり事業を実施 

· 演劇指導等アウトリーチ事業を実施   

· （継続して実施） 

5 特別支援教

育の充実 

  

学校教

育課 

75% 

75% 

· 通級指導教室を 1 校新設、１クラス増設 

· 生活支援員の増員、各校に配置 

· 巡回相談事業、教育相談事業を実施し、配慮

を要する幼児児童生徒の適切な支援を実施 

· 巡回相談員が保育所(園)、幼稚園、小・中

学校を訪問し、指導方法を教職員等と一緒

に考えるなど、支援体制の整備及び充実  

· （継続して実施） 

6 教職員の資

質・能力の

向上 

学校教

育課 

100% 

100% 

· 心理検査を全小・中学校で実施 

· 指導主事（教員）を配置し、学校指導と

教育課題を効果的に解決 

· 学校間・教職員間の情報共有や児童生徒

情報のデジタル化を実現し、学校校務環

境を向上するために、学校グループウェ

アの整備、校務支援システムを整備 

· 学校事務システムの導

入、校務用テレワークシ

ステムの導入 

· 学校グループウェア、校

務支援システムの更新  

7 学校給食の

充実と食育

の推進 

学校給

食セン

ター 

75% 

100% 

· 栄養教諭が各学校と連携し、年間計画

に基づく食育指導を実施し、学校給食

で地元産食材の使用を促進（東温市内

産品の使用割合が令和 2 年度６月期に

50.4％）  

· 給食センター老朽化による

修繕や設備故障があり、施

設、設備の維持・更新が必要 

· アレルギーの児童生徒の副

食についても対応を推進 
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政策項目２．青少年の健全育成 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 いじめ・不

登校等への

組織的対応 

学校教

育課 

100% 

50% 

· いじめＳＴＯＰ子ども会議を毎年実施 · 適応指導教室の計画的な

活用により、不登校の児童

生徒数減少を目指す 

2 地域ぐるみ

で取り組む

青少年健全

育成活動の

推進 

学校教

育課 

75% 

75% 

· 常時補導及び特別補導活動を計画通り実施 

· いじめ・非行等に関する教育相談に対応 

· 従来の土曜教育活動に加え、放課後子

ども教室や地域学校協働活動を実施 

· （継続して実施） 

政策項目３．生涯学習社会の推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 学び合い高

めあう生涯

学習の推進 

生涯学

習課 

75% 

50% 

· 青少年・成人向けの各種講座を多数実施 

· 公民館の音響設備や LED 照明、トイレ

の改修等 

· 青少年団体及び社会教育団体の支援   

· 一般の方が利用しやすく

なるよう出前講座や公民

館の貸館などのサービス

を周知し、利用促進を図る 

2 読書活動の

推進と図書

館利用の促

進 

生涯学

習課 

75% 

50% 

· 図書館管理システムを、新システムに

更新 

· 第３次とうおん子ども読書計画を策定  

· 第 4 次とうおん子ども読

書計画の策定 

· 図書館管理システムの再更

新  

政策項目４．文化・スポーツの推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 地域文化の

継承・発展

と文化財の

保存・活用 

生涯学

習課 

75% 

75% 

· 指定文化財の所有者及び管理者と連携

し適切な保護を実施するとともに、年

間の管理補助金以外にも必要に応じて

専門家の診断や保存修理費に対する補

助を実施 

· 歴史民俗資料館では民具資料を中心に

企画展示を開催し、収蔵資料の活用・公

開を行い、地域の歴史や文化への啓蒙

活動を実施（令和 2 年４月に収蔵資料

の収集、保存、管理、公開できる施設と

して、東温市立歴史民俗資料館収蔵庫

が完成し運用を開始） 

· 東温市文化財・収蔵資料データベースを構

築し、インターネット上で歴史民俗資料館

が収集した文化財資料を検索可能に 

· 歴史民俗資料館収蔵庫や

文化財・収蔵資料データベ

ースを有効活用しながら、

地域に残された歴史・文化

の継承を推進 

2 スポーツ活

動の充実・

促進 

生涯学

習課 

75% 

75% 

· 各スポーツ大会を例年通り実施 · 総合型地域スポーツクラ

ブ育成の検討 

· ニュースポーツ普及活動

の検討  
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政策目標 5：みんなでつくる協働・自立のまち 

政策項目１．人権尊重のまちづくりの推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 市民のすべ
てが実践す
る人権教育
の推進 

生涯学
習課 

75% 
75% 

· 人権に関する各種研修会への参加及び

講習会等の開催 

· より魅力的な講習会の開

催と共に、各種研修会、講

習会などへ幅広い世代が

参加できる方策の検討 

2 あらゆる場
を通じた人
権啓発活動
の推進 

社会福
祉課 

75% 
75% 

· 小・中・特別支援学校による人権の花運
動を実施 

· 社会を明るくする運動強化月間に街頭
啓発及び東温市大会を実施 

· 定期的に特設人権相談を開設、また福

祉館において相談事業や地域巡回事業

等を実施 

· 地域再犯防止推進計画の策

定の検討 

 

政策項目２．男女共同参画社会の形成 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 男女共同参
画の視点に
立った意識
改革 

総務課 100% 
75% 

· 市民を対象とした講演会を開催 

· 市長が「輝く女性の活躍を加速する男

性リーダーの会」行動宣言に賛同 

· （継続して実施） 

2 男女が共に
参画するま
ちづくり 

総務課 75% 
75% 

· 審議会等における女性委員の登用 

· 防災分野での女性の参画を図るため

講演会を開催 

· （継続して実施） 

3 男女が共に
働きやすい
環境の整備 

総務課 75% 
75% 

· 市役所が率先して男女共同参画事業に

取り組むことが広報・啓発活動につな

がる 

· 愛媛県知事と県内 20市町がひめボス

合同宣言、市長、管理署が東温市版ひ

めボス宣言 

· 市職員を対象とした講演会を開催 

· （継続して実施） 

4 男女が健や
かに安心し
て暮らせる
まちづくり 

総務課 75% 
75% 

· 国の制度の周知 · （継続して実施） 
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政策項目３．地域コミュニティの育成 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 コミュニテ

ィ意識の高

揚 

  

総務課 75% 

25% 

· 自治体加入のチラシを市民課窓口、総

務課で配布 

· 自治会が市民を勧誘するときのパンフ

レットを作成し、希望する自治会に配

布 

· 自治会役員の負担軽減を図るため、区

長会において情報共有を実施 

· 自治会加入の最大のメリ

ットである「災害時の共助

活動」について周知、広報

を実施 

2 コミュニテ

ィ施設の整

備充実 

総務課 100% 

100% 

· 自治会の要望に基づきコミュニティ施

設整備事業補助、コミュニティ施設耐

震改修を実施 

· 老朽化した施設の管理が

困難な地域は、廃止統合も

含め検討 

· コミュニティ施設耐震改

修事業が令和４年度で失

効するため、新たな耐震対

策を検討 

3 コミュニテ

ィ活動の活

性化支援 

総務課 100% 

50% 

· 清掃活動やごみ集積場維持、交流活動

などに対して各自治会に自治活動推進

事業費を支出 

· とうおん地域通貨事業で

は社会貢献活動をポイン

トとし、地域商店等で使え

る制度を検討 

4 集落の維持

活性化 

  

企画政

策課 

100% 

100% 

· 集落支援事業、地域おこし協力隊導入

事業、研究機関等連携推進事業、頑張

る中山間地域等支援事業を制度化 

· 各組織が持続的な地域ビジネスに発展 

· 発展的な事業に追加支援

を行うなど、継続的な支援 
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政策項目４．市民と行政との協働のまちづくりの推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 協働のまち

づくりの総

合的推進 

企画政

策課 

100% 

100% 

· 多世代交流拠点運営管理事業、市民提

案活動支援事業を制度化。 

· 多世代交流拠点施設は利用者協議会が

設立され、自立化に向けた道筋 

· 市民提案活動支援事業補助金を交付

（毎年度１回募集して 3～4 件） 

· 多世代交流拠点施設の利

用者協議会が行う収益事

業が拡大を支援 

· 市民提案活動支援事業は、

申請者の事務的・心理的負

担感の軽減を検討  

2 広報・広聴

活動の充実 

  

総務課 75% 

100% 

· 広報紙、HP、SNS、各ツールを使って

幅広い情報発信を実施 

· 情報取得者の行動を意識

した情報発信方法である

「戦略的広報」の実践 

· 情報を効果的に発信する

ための多様なツールを活

用（LINE＠など）  

3 情報公開の

推進 

  

総務課 75% 

75% 

· 情報公開開示請求への対応 

· 個人情報開示請求への対応 

· ICT の活用による電子デ

ータでの対応へシフト 

· 積極的な行政情報の公表

（開示可能な情報は自ら

積極的に開示） 

· 制度を利用しやすい環境

の整備（文書目録の公表な

ど市民が利用しやすい環

境の整備） 

4 まちづくり

に関する学

習機会の提

供 

企画政

策課 

75% 

75% 

· 東温市総合計画、東温市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略の計画策定時や多世

代交流拠点施設の設置時に市民参画の

機会を提供  

· 対象を絞り込むような形

での市民参画方法の検討 

· 協働のまちづくりを推進

していくための機会とし

ての市民参画方法の工夫 

5 行政計画策

定 等 へ 参

画・協働の

促進 

企画政

策課 

75% 

75% 

· 公募委員、ワークショップ、パブリッ

クコメントの活用  

· 市民が行政の課題や施策

内容を理解しやすくする

ための発信方法 

· 市政に参画しやすい方法

や興味・関心を高めるため

の環境づくり 

6 多様な市民

団体、ボラ

ンティア等

の育成 

企画政

策課 

100% 

100% 

· 市民提案活動支援事業などの他施策に

よりまちづくり団体の育成を支援  

· （継続して実施） 
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政策項目５．自立した自治体経営の推進 

施 策 
主担当

課 

実施度 

達成度 
主な取組内容 今後の検討事項 

1 自主性・自

立性の高い

自治体運営

の推進 

財政課 75% 

75% 

· 各施設において民間活用の検討を実施 

· 債券運用 

· （継続して実施） 

2 組織・機構

の改革 

  

総務課 75% 

75% 

· 行政課題に即した簡素で効率的な組織

体制の構築 

· 事務分掌を見直し、課又は

係の統合・整理を検討 

· 業務量調査を行い、非効率

になっている業務につい

て手順や手法を見直し、ヒ

アリングの結果とあわせ

て真に必要な人員を配置 

· さほど重要ではない事業

は、外部委託や廃止を含め

て検討 

3 行政評価シ

ステムの検

証と行政運

営 

企画政

策課 

75% 

50% 

· 事務事業評価（事前・事後）を毎年実

施、公表 

· 現行の行政評価システム

を質の高い効率的で効果

的なものに拡充 

· 予算編成、決算、人事評価

などのシステムとの連動 

4 電子自治体

の推進 

  

財政課 75% 

75% 

· ホームページをリニューアル 

· 火災情報・不審者情報を、とうおんメー

ルの配信項目に追加 

· マイナンバー制度の開始に向けて、ネ

ットワークの強靭化等システム改修 

· 行政手続のデジタル化・オ

ンライン化への対応 

· デジタル化マスタープラ

ンに基づく各種施策の推

進 

5 広域行政の

推進 

  

企画政

策課 

75% 

75% 

· 「逆商談会の共同開催」、「病児・病後

児保育の広域受け入れ」、「婚活（結婚

支援）イベントの共同開催」、「図書館

の相互利用」、「広報誌の相互掲載」な

ど、市民サービスの向上につながる

様々な連携事業を実施  

· 県・市町連携や松山圏域で

取組により、二重行政の解

消や県・市町の役割分担の

見直しによる事業効率化、

共同実施による行政コス

ト縮減の推進が必要  

 
 


